
令和7年7月1日時点

分類 事業名 概要 対象者・対象経費、補助率・補助上限等 期間 お問い合わせ先 URL ホームページ　（二次コード）

設備投資
熊本市企業立地促進
補助金

熊本市内に事業所を新設・
増設する企業に対し、必要な
経費の一部や新規雇用に対
して補助を行うもの

【対象業種】
製造業・物流業・情報通信関連産業
【補助条件】
常用従業員の増加
（製造業・物流業の場合）加えて、一定以上の投下固定資産取得額
【補助内容】
（用地取得）　土地取得費用の15％
　　　　　　　　賃料×1／2を１～3年間分
（設備投資）　投下固定資産取得額の７～１０％
（雇用）　新規等常用従業員一人当たり①正社員80万円、
　　　　　 ②転換正社員40万円、③正社員以外10万円
※この他、本社機能移転やオフィスビル建設に対する補助もご準備して
います。

通年
企業立地推進課
096-328-2386

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

355849/index.html

設備投資 熊本市新製品・新技術
研究開発事業助成金

成長が期待される産業分野
（情報・通信、医療・福祉、環
境、バイオテクノロジー、新製
造技術）において、中小企業
者等が実施する新製品・新
技術の研究開発に必要な経
費の一部を助成

【補助上限額】
 (1)新製品・新技術枠200万円
 (2)小規模企業重点枠100万円
 （それぞれ補助対象経費の 1/2 以内）
※小規模企業重点枠は、小規模企業者のみが対象となります。

【補助対象者】
熊本市内に主たる事業所（本社/本店、あるいは主要な工場、研究開発拠
点）がある次のもの
（1）中小製造業者又は小規模企業者
（2）中小製造業者又は小規模企業者を主体とした事業協同組合又は協
業組合
（3）中小製造業者又は小規模企業者を主体とした任意の団体

令和7年4月23日～
令和7年5月26日
※令和7年度の募集は
終了しています。
※例年４月末から５月
末まで募集してます。

起業・新産業支援課
096-328-2392

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

348417/index.html

人材（雇用）
中小企業研修派遣補
助金

中小企業大学校等の公的研
修機関での研修参加に係る
受講料の一部を助成

【補助上限額】
 3万円 （ 補助対象経費の 1/2 以内 ）
【補助対象者】
・本市に事業所又は事務所を有する中小企業者等（中小企業者等が法
人、団体又は組合である場合にあっては、その役員）（職務を本市内の事
業所又は事務所において行う者に限る。）
・中小企業者等の有する本市内の事業所又は事務所の従業者
・熊本市内に事業所または事務所がある中小企業の協同組合・商店街振
興組合など

令和７年4月1日～
令和８年3月31日
※予算額に達し次第、
募集を終了します。

経済政策課
096-328-2950

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

3757/index.html

〇事業者向け支援制度一覧
制度の詳細はホームページをご覧いただくか、お問い合わせ先までお尋ねください。
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〇事業者向け支援制度一覧
制度の詳細はホームページをご覧いただくか、お問い合わせ先までお尋ねください。

人材（雇用） くまもと都市圏合同就
職説明会

人材を必要とする熊本連携
中枢都市圏(※１)の企業と
求職者との合同就職説明会
を実施。

※１　熊本市含む近隣２４市
町村

【対象者】
人材を必要とする企業及び求職者(新卒者・内定取消者・雇止め対象者・
失業者等)
【実施内容】
熊本連携中枢都市圏の企業と求職者の出会いの場として、合同就職説明
会を開催

令和7年6月～令和8
年1月

雇用対策課
096-328-2377

https://kumamoto

-online.jp/

資金繰り
中小企業金融対策事
業

熊本市制度融資
中小企業者が本市制度融資を利用する際の信用保証料の一部を助成し
ます。

令和7年４月１日～
令和8年３月３１日

商業金融課
０９６－３２８－２４２４

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

3485/index.html

資金繰り
米国関税措置等に伴
う支援（資金繰り・相
談窓口）

熊本市制度融資
相談窓口

米国関税措置や物価高騰の影響により売上減少や利益率低下が懸念さ
れる事業者の金融や経営に関する相談に対応します。

令和7年4月9日～
令和7年12月26日

商業金融課
０９６－３２８－２４２４

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

363440/index.html
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IT化
DX環境整備事業補
助金

DX環境整備事業及び海外
デジタルプロモーション事業
に対し必要な経費の一部を
補助。

【補助上限額】
 ４０万円 （ 補助対象経費の 1/2 以内 ）
【補助対象者】
・小規模企業者、中小企業者、又はこれらを主体とする組合若しくは任意
団体であること。（熊本市内に本社または主たる事業所を有するもの。
（団体の場合は、2分の1以上が熊本市内に本社または主たる事業所を有
するものをもって組織されたもの。））

令和7年6月12日～
令和７年11月28日ま
で
※予算額に達し次第、
募集を終了します。

経済政策課
096-328-2950

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

364762/index.html

販路開拓
熊本市新事業挑戦ク
ラウドファンディング
活用補助金

市内において創業及び新規
事業へ挑戦する際の資金調
達や商品・サービスのマーケ
ティングを支援し、スタート
アップ等の成長及び新たな
産業の創出を図るため、クラ
ウドファンディングを活用し
た新商品開発や販路開拓等
の取り組みに対し、経費の一
部を補助

【補助上限額】
 30万円 （ 補助対象経費の 1/2 以内 ）

【補助対象者】
法人及び個人事業主：本市内に事業所を置き、かつ事業を営んでいる方
創業者：令和8年(2026年)2月末日までに本市内に事業所を置き、か
つ事業を営む予定の方

令和7年4月18日～
令和7年12月19日
※予算額に達し次第、
募集を終了します。

起業・新産業支援課
096-328-2392

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

363500/index.html

販路開拓
熊本市展示会等出展
支援事業補助金（米
国関税措置対策）

中小企業者等が実施する展
示会等への出展事業に対し
補助を行う。

【補助上限額】
　20万円（補助対象経費の１/2以内）
【補助対象者】
　小規模企業者、中小企業者、又はこれらを主体とする組合若しくは任意
団体であること。（熊本市内に本社または主たる事業所を有するもの。
（団体の場合は、2分の1以上が熊本市内に本社または主たる事業所を有
するものをもって組織されたもの。））
【補助対象となる展示会等】
　米国以外の海外で開催される展示会等、または、海外バイヤーとの商談
が可能な国内の展示会等

令和7年6月5日～
令和７年9月30日ま
で
※予算額に達し次第、
募集を終了します。

経済政策課
096-328-2950

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

364636/index.html
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その他
ＬＰガス価格高騰対策
緊急支援事業【第３
弾】

エネルギー等の価格高騰の
影響による支援として、LP
ガスを利用している生活者・
事業者を対象に支援金を給
付

【支援金額】
　一律　5，０００円（給付は1契約につき1回限り）
【対象者】
　ＬＰガスを使用している生活者・事業者
【必要書類】
　●申請書
　●LPガス検針票（コピー可）
　●振込先の通帳のコピーなど
※令和6年度実施の第2弾支援金（4,000円）を受給し、現在も同じ契約
内容（契約者・ガス使用地・ガス販売店）でLPガスをご利用の方は申請手
続き不要です。

令和7年10月14日
（火）まで【郵送の場合
は消印有効】

熊本県ＬＰガス生活者
支援金コールセンター
096-300-5515

https://www.kum

a-lpg-

shien.jp/seikatsu/

その他
労働相談窓口（熊本
市）

社会保険労務士による特別
労働相談

【対象者】　事業主や労働者
【実施内容】　専門家（社会保険労務士）による労働相談
【時間】　毎週水曜日に実施（午後2時～5時（年末年始・祝日除く）
　※1回あたりの相談時間は原則1時間以内
【場所】　熊本市役所1階マイナンバーセンター横
【相談内容例】　就業規則・労働契約・人事・セクハラ等均等待遇・賃金・退
職金・労働時間・休日・休暇・退職・解雇・懲戒処分・損害賠償・安全衛生・
労災事故・労災補償・雇用保険・雇用調整助成金・その他助成金・社会保
険・年金　等
【お申し込み】当日直接相談窓口へお越しください。

毎週水曜日
雇用対策課
096-328-2377

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

327983/index.html

その他
熊本市マーケティング
リサーチ促進事業補助
金

三大都市圏企業の熊本市へ
の立地環境調査に対し、必
要な経費の一部を補助

【対象要件】
三大都市圏（首都圏、中部圏、関西圏）に本社を置く、熊本市に事業所を
有しない企業
【対象企業】
本社機能の移転を検討する企業　または　製造業・物流業・情報通信関連
産業を営む企業
【補助額】
首都圏からお越しの場合　　　　　　35,000円/人
中部圏・関西圏からお越しの場合　25,000円/人
※首都圏：東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県
　 中部圏：愛知県・静岡県
　 関西圏：大阪府、京都府、兵庫県
（交付は1企業につき1回まで、最大２名分）

通年
企業立地推進課
096-328-2386

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

355849/index.html

その他
米国関税措置等に伴
う専門家派遣事業

米国の相互関税等の関税引
き上げに伴うコストの上昇
などの影響に起因して事業
環境が悪化している熊本市
内の中小企業等に対し、経
営課題の分析・改善支援を
行い、事業継続を支援する
ため、無料で専門家を派遣

【派遣回数】
　　1者につき最大3回まで（無料）

【対象企業】（(1)、(2)の両方を満たす者）
(1)熊本市内に事業所を置き、米国関税措置による直接・間接の影響に
より、令和7年（2025年）4月以降の任意の月における売上高、売上総
利益、営業利益のいずれかが、前年の同月と比べて、減少した若しくは減
少する見込みであること。
(2)熊本市暴力団排除条例（平成23年条例第94号）第2条第1号に規定
する暴力団、同条第2号に規定する暴力団員、若しくは、同条第3号に規
定する暴力団密接関係者でないこと。

令和７年６月１０日～
令和８年３月３１日
※予算額に達し次第、
終了します。

起業・新産業支援課
096-328-2392

https://www.city.k

umamoto.jp/kiji00

364538/index.html
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